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連結持分変動計算書
当期 (自 2019年１月１日　至 2019年12月31日)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[単位：百万円]

項目
親会社の所有者に帰属する持分

合 計
非 支 配
持 分 資 本 合 計資本金 資 本

剰 余 金
利 益
剰 余 金

その他の
資 本 の
構成要素

自己株式

2019年１月１日現在 84,130 85,305 1,135,395 35,343 △323 1,339,850 86,583 1,426,433
当 期 利 益 149,061 149,061 10,030 159,091
そ の 他 の 包 括 利 益
－ 税 効 果 調 整 後 17,987 17,987 4,122 22,109

当 期 包 括 利 益 149,061 17,987 167,048 14,152 181,200
利益剰余金への振替 17,018 △17,018 ― ―
配 当 金 △43,065 △43,065 △3,984 △47,049
自己株式の取得及び処分 △20,002 △20,002 △20,002
自 己 株 式 の 消 却 △19,566 19,566 ― ―
譲渡制限付株式報酬 △9 △19 122 94 94
連結子会社に対する
所 有 者 持 分 の 変 動 △625 △463 △1,088 △2,374 △3,462

2019年12月31日現在 84,130 84,671 1,238,824 35,849 △637 1,442,837 94,377 1,537,214

ご参考：前期 (自 2018年１月１日　至 2018年12月31日)　　　　　　　　　　　　　　　　[単位：百万円]

項目
親会社の所有者に帰属する持分

合 計
非 支 配
持 分 資 本 合 計資本金 資 本

剰 余 金
利 益
剰 余 金

その他の
資 本 の
構成要素

自己株式

2018年１月１日現在 84,100 85,037 1,040,207 81,924 △174 1,291,094 84,474 1,375,568
新会計基準適用による
累 積 的 影 響 額 1,377 3,262 4,639 1,014 5,653

当 期 利 益 138,595 138,595 11,550 150,145
そ の 他 の 包 括 利 益
－ 税 効 果 調 整 後 △51,051 △51,051 △1,489 △52,540

当 期 包 括 利 益 138,595 △51,051 87,544 10,061 97,605
利益剰余金への振替 △1,233 1,233 ― ―
配 当 金 △40,697 △40,697 △6,384 △47,081
自己株式の取得及び処分 △3,003 △3,003 △3,003
自 己 株 式 の 消 却 △2,854 2,854 ― ―
譲渡制限付株式報酬 30 30 60 60
連結子会社に対する
所 有 者 持 分 の 変 動 238 △25 213 △2,582 △2,369

2018年12月31日現在 84,130 85,305 1,135,395 35,343 △323 1,339,850 86,583 1,426,433
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連結注記表
※　記載金額は百万円未満の端数を四捨五入して表示しています。

(連結計算書類作成のための基本となる事項等)
【重要な会計方針】
１．連結計算書類の作成基準

当社の連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際財務報告基準(以下、「ＩＦＲ
Ｓ」)に準拠して作成しています。ただし、同項後段の規定に準拠して、ＩＦＲＳにより要請される記載及
び注記の一部を省略しています。

２．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項
当期の連結子会社数は174社、持分法適用会社数は13社です。

３．金融資産の評価基準及び評価方法
①　金融資産(デリバティブを除く)

金融資産は、償却原価で測定する金融資産、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資
産、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産のいずれかに分類しています。

償却原価で測定する金融資産
金融資産は、次の要件をともに満たす場合に実効金利法による償却原価で事後測定しています。
・当社のビジネスモデルにおいて、当該金融資産の契約上のキャッシュ・フローを回収することを目的と

して保有している場合
・契約条件により特定された日に元本及び元本残高に係る利息の支払のみによるキャッシュ・フローを生

じさせる場合

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産
金融資産は、次の要件をともに満たす場合には、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金
融資産に分類しています。
・当社のビジネスモデルにおいて、当該金融資産の契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方を目

的として保有している場合
・契約条件により特定された日に元本及び元本残高に係る利息の支払のみによるキャッシュ・フローを生

じさせる場合

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産
資本性金融資産については、公正価値の変動をその他の包括利益で認識するという選択を行っています。
資本性金融資産の認識を中止した場合、または公正価値が取得原価より低くなり、その価値下落が一時的
ではないと判断された場合、当該金融資産に係る公正価値の純変動の累積額は利益剰余金に振替え、純損
益では認識していません。
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(償却原価で測定する金融資産の減損)
償却原価で測定する金融資産について、報告期間の末日に予想信用損失に係る貸倒引当金を評価して認識
しています。当初認識時から信用リスクが著しく増大していない場合、12ヶ月間の予想信用損失を貸倒引
当金として認識しています。信用リスクが著しく増大している場合には、全期間の予想信用損失を貸倒引
当金として認識しています。ただし、営業債権、契約資産、長期売掛金及びリース債権については常に全
期間の予想信用損失を貸倒引当金として認識しています。

②　デリバティブ
デリバティブは公正価値で測定し、公正価値の変動はすべて純損益で認識しています。

４．棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産は取得原価と正味実現可能価額のうちいずれか低い方の金額で測定しています。
取得原価は主として移動平均法に基づいて算定しています。
正味実現可能価額は、見積売価から完成までに要する原価の見積額及び販売に要するコストの見積額を控
除して算定しています。

５．有形固定資産の減価償却の方法
有形固定資産(使用権資産を除く)はそれぞれの見積耐用年数にわたって主に定額法により償却しています。
使用権資産については、見積耐用年数とリース期間のいずれか短い方の期間にわたって定額法により償却
しています。

６．のれん及び無形資産の償却方法
耐用年数が限定される無形資産は、それぞれの見積耐用年数にわたって定額法により償却しています。の
れん及び耐用年数が限定されない無形資産については、償却を行わずに少なくとも年１回の減損テストを
実施しています。

７．引当金の計上基準
過去の事象の結果として現在の法的または推定的債務を有しており、当該債務を決済するために経済的資
源の流出が生じる可能性が高く、その債務の金額について信頼性のある見積りができる場合に引当金を認
識しています。引当金は、報告期間の末日における現在の債務を決済するために要する支出に関する最善
の見積りで測定されます。また、貨幣の時間的価値の影響が重要な場合には、引当金は債務の決済に必要
と見込まれる支出の現在価値で測定されます。
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８．収益認識
当社は顧客との契約から生じる売上高について、次の５ステップアプローチに基づき認識しています。
 ステップ１：顧客との契約を識別する
 ステップ２：契約における履行義務を識別する
 ステップ３：取引価格を算定する
 ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する
 ステップ５：履行義務を充足した時点で(または充足するに応じて)売上高を認識する
当社は製品に対する支配が顧客に移転されて当社の履行義務が充足されるのは製品の引渡時点であると判
断しており、当該時点で売上高を認識しています。また、売上高は顧客との契約において約束された対価
で測定され、値引き、購入量に応じた割戻し等を控除しています。

９．その他連結計算書類作成の基本となる重要な事項
(退職後給付)

当社は従業員の退職給付制度として確定給付制度及び確定拠出制度を設けています。
確定給付負債または資産の純額は、確定給付制度債務の現在価値と制度資産の公正価値の差額で算定され
ます。
確定給付制度債務は、その制度ごとに予測単位積増方式により算定され、その現在価値は将来の見積給付
額を割引いて算定されます。
過去勤務費用は、発生時に全額純損益として認識しています。また、確定給付負債または資産の純額の再
測定は、発生時にその他の包括利益で認識し、直ちに利益剰余金に振替えています。
確定拠出制度への拠出は、従業員が労働を提供した期間における要拠出額を従業員給付費用として純損益
で認識しています。

10．会計方針の変更
当社は2019年１月１日(以下「適用開始日」)よりＩＦＲＳ第16号「リース」を適用しています。
同基準は、従前の基準書であるＩＡＳ第17号「リース」で規定されていた借手のリースに係るファイナン
ス・リースとオペレーティング・リースの分類を廃止し、すべてのリースについてリース開始日に使用権
資産及びリース負債を認識することを要求しています。ただし、同基準は短期リース(リース期間が12ヶ
月以内のリース)及び少額資産のリースについて認識を免除する規定を設けており、当社は当該免除規定を
適用することを選択しています。
当社は、同基準の適用にあたり、経過措置として認められている適用による累積的影響を適用開始日に認
識する方法を選択しています。
また、同基準の適用に際しては、適用開始日に存在する契約がリースを含むか否かについての再判定を要
求しないという実務上の便法及び過去にオペレーティング・リースとして分類していたリースに関して認
められている実務上の便法を適用しています。
同基準の適用により、適用開始日における有形固定資産、その他の金融負債(流動)及びその他の金融負債
(非流動)がそれぞれ39,472百万円、13,856百万円、25,616百万円増加しています。
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【連結財政状態計算書に関する注記】
１．営業債権及び金融債権から直接控除した貸倒引当金 27,986百万円

２．有形固定資産の内訳
土地 102,205百万円
建物及び構築物 368,491百万円
機械装置及びその他 555,223百万円
建設仮勘定 19,864百万円
減価償却累計額及び減損損失累計額 △640,434百万円

計 405,349百万円

３．担保に供している資産
営業債権 211百万円
金融債権(流動) 91,924百万円
その他の金融資産(流動) 13,283百万円
金融債権(非流動) 161,674百万円
有形固定資産 1,480百万円

計 268,572百万円
上記に対応する債務

社債及び借入金 216,234百万円

４．保証債務 3,642百万円
販売会社及び取引先の銀行借入金に対し、債務保証を行っています。

【連結持分変動計算書に関する注記】
１．当期末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 1,220,577千株

２．配当に関する事項
①　配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額 １ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2019年２月14日
取締役会 普通株式 22,184百万円 18.00円 2018年12月31日 2019年３月25日

2019年８月７日
取締役会 普通株式 20,880百万円 17.00円 2019年６月30日 2019年９月２日
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②　基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決 議 株式の種類 配当金の総額 １ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2020年２月14日
取締役会 普通株式 23,185百万円 19.00円 2019年12月31日 2020年３月23日

【金融商品に関する注記】
１．金融商品の状況に関する事項

当社は事業を行う過程において、金融商品に関する様々なリスク(信用リスク、流動性リスク、為替リス
ク、金利リスク等)にさらされており、これらのリスクを低減するためにリスク管理を行っています。

２．金融商品の公正価値等に関する事項
帳簿価額

（百万円）
公正価値

（百万円）
償却原価で測定する金融資産・金融負債

金融債権 (注)１ 993,171 1,016,423
長期売掛金 (注)１ 66,863 71,829
社債及び借入金 (注)１ △902,981 △901,316

公正価値で測定する金融資産・金融負債
負債性金融資産 (注)２ 8,180 8,180
資本性金融資産 (注)２ 108,850 108,850
デリバティブ (注)３

先物為替契約 △2,167 △2,167
通貨スワップ契約 △86 △86
金利スワップ契約 △1,215 △1,215
通貨金利スワップ契約 △5,566 △5,566

△は負債を表します。
公正価値の算定方法等
（注）１ 将来のキャッシュ・フローを現行の市場利子率によって割引いた現在価値により表示しています。

なお、上記長期売掛金には連結財政状態計算書の営業債権に含まれる、１年以内に回収予定の長
期売掛金を含めています。

（注）２ 市場性のある負債性金融資産及び資本性金融資産は、活発な市場における同一資産の市場価格を
用いて評価しています。市場性のない資本性金融資産は類似企業比較法等により公正価値を算定
しています。

（注）３ 主要な国際的金融機関による提示相場を用いて評価しています。
 

（注）４ 現金及び現金同等物、営業債権(１年以内に回収予定の長期売掛金を除く)、その他の金融資産(公
正価値で測定する負債性金融資産、資本性金融資産及びデリバティブを除く)、営業債務及びその
他の金融負債(リース負債及びデリバティブを除く)については、満期までの期間が短いため公正
価値は帳簿価額と近似しています。
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【１株当たり情報に関する注記】
１．１株当たり親会社所有者帰属持分 1,182円72銭

２．１株当たり親会社の所有者に帰属する当期利益
基本的 121円59銭
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株主資本等変動計算書
当期 (自 2019年１月１日　至 2019年12月31日)　　　　　　　　　　　　　　　　　[単位：百万円]

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
その他
資本

剰余金
利益

準備金
その他利益剰余金

特別償却
準備金

土地圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

2019年１月１日残高 84,130 73,117 ― 19,539 7 171 321,642 71,131 △194 569,545
当期変動額
特別償却準備金の取崩 △5 5 ―
別途積立金の積立 27,900 △27,900 ―
剰余金の配当 △43,064 △43,064
当期純利益 58,261 58,261
自己株式の取得 △20,002 △20,002
自己株式の消却 △19,566 19,566 ―
譲渡制限付株式報酬 △19 122 102
利益剰余金から資本剰余金への振替 19 △19 ―
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) ―

当期変動額合計 ― ― ― ― △5 ― 27,900 △32,283 △314 △4,702
2019年12月31日残高 84,130 73,117 ― 19,539 2 171 349,542 38,847 △508 564,843

評価・換算差額等 純資産
合計その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算
差額等合計

2019年１月１日残高 57,115 56 57,171 626,716
当期変動額
特別償却準備金の取崩 ― ―
別途積立金の積立 ― ―
剰余金の配当 ― △43,064
当期純利益 ― 58,261
自己株式の取得 ― △20,002
自己株式の消却 ― ―
譲渡制限付株式報酬 ― 102
利益剰余金から資本剰余金への振替 ― ―
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 597 △73 523 523

当期変動額合計 597 △73 523 △4,179
2019年12月31日残高 57,712 △17 57,694 622,537
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株主資本等変動計算書
ご参考：前期 (自 2018年１月１日　至 2018年12月31日)　　　　　　　　　　　　　 [単位：百万円]

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
その他
資本

剰余金
利益

準備金

その他利益剰余金
特別償却
準備金

土地圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

2018年１月１日残高 84,100 73,087 ― 19,539 12 171 280,042 82,387 △46 539,294
当期変動額
特別償却準備金の取崩 △5 5 ―
別途積立金の積立 41,600 △41,600 ―
剰余金の配当 △40,697 △40,697
当期純利益 73,890 73,890
自己株式の取得 △3,003 △3,003
自己株式の処分 △0 0 0
自己株式の消却 △2,854 2,854 ―
譲渡制限付株式報酬 30 30 60
利益剰余金から資本剰余金への振替 0 △0 ―
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) ―

当期変動額合計 30 30 ― ― △5 ― 41,600 △11,255 △148 30,250
2018年12月31日残高 84,130 73,117 ― 19,539 7 171 321,642 71,131 △194 569,545

評価・換算差額等
純資産
合計その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算
差額等合計

2018年１月１日残高 79,760 ― 79,760 619,055
当期変動額
特別償却準備金の取崩 ― ―
別途積立金の積立 ― ―
剰余金の配当 ― △40,697
当期純利益 ― 73,890
自己株式の取得 ― △3,003
自己株式の処分 ― 0
自己株式の消却 ― ―
譲渡制限付株式報酬 ― 60
利益剰余金から資本剰余金への振替 ― ―
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) △22,645 56 △22,589 △22,589

当期変動額合計 △22,645 56 △22,589 7,661
2018年12月31日残高 57,115 56 57,171 626,716
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個別注記表
※　記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しています。

【重要な会計方針】
１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの………期末日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定)

時価のないもの………移動平均法による原価法
(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法
(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法
ただし、個別生産品の製品・仕掛品は個別法による原価法によっています。
なお、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しています。

２．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産………………………定額法を採用しています。
(リース資産を除く)
無形固定資産………………………定額法を採用しています。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法を採用しています。

リース資産…………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リ
ース期間を耐用年数とする定額法を採用しています。

３．引当金の計上基準
貸倒引当金…………………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しています。

製品保証引当金……………………販売済みの製品の無償修理費用に充てるため、当社の過去の実績に基づ
く見積額及び個別案件に対する見積額を計上しています。

賞与引当金…………………………従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に対応
する見積額を計上しています。

役員賞与引当金……………………役員に対する賞与の支出に備えるため、当期における支給見込額に基づ
き計上しています。
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退職給付引当金……………………
(前払年金費用)

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき計上しています。
なお、当期末においては、年金資産の額が退職給付債務に未認識過去勤
務費用及び未認識数理計算上の差異を加減した額を超えているため、前
払年金費用として貸借対照表に計上しています。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間(14.2～16.3
年)による定額法により費用処理しています。
数理計算上の差異は、従業員の平均残存勤務期間による定率法によりそ
れぞれ発生の翌期から費用処理しています。なお、償却率の基礎となっ
た従業員の平均残存勤務期間は17.6年です。

４．収益及び費用の計上基準
(完成工事高及び完成工事原価の計上基準)

進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を、その他の工事については工
事完成基準を適用しています。なお、工事の進捗率の見積りには原価比例法を使用しています。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。
(2) ヘッジ会計の方法

短期の先物為替契約はすべて時価評価しており、ヘッジ対象が予定取引の場合を除いて、ヘッジ対象とな
る外貨建債権等の為替差損益と相殺した上で当期の損益に計上しています。
金利スワップについては特例処理を採用しており貸借対照表には計上していません。

(3) 消費税等の会計処理方法
消費税等の会計処理は税抜方式によっています。

(4) 連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しています。

６．表示方法の変更
(1) 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号　平成30年２月16日)を当期の期首
から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示す
る方法に変更しています。

(2) 損益計算書
前期において営業外収益の「その他」に含めていました「投資有価証券売却益」は、重要性が増したため、
当期より区分掲記しています。
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【貸借対照表に関する注記】
１．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 319,760百万円
長期金銭債権 46,100百万円
短期金銭債務 132,225百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 393,664百万円

３．保証債務
関係会社等の金融機関からの借入金に対する債務保証

クボタサウジアラビア Co.,LLC 761百万円
グループファイナンス貸付金に対する信用保証

㈱クボタクレジット 3,750百万円

４．当期の末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が期末日残高に含まれています。
受取手形 127百万円
受取電子手形 2,892百万円
支払手形 91百万円
支払電子手形 38,892百万円

【損益計算書に関する注記】
１．関係会社との取引高

売上高 740,759百万円
仕入高 152,646百万円
営業取引以外の取引高 33,938百万円

２．災害による損失
災害による損失は台風被害によるものであり、その内容は主に操業停止期間中の固定費です。

【株主資本等変動計算書に関する注記】
当期末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 311千株
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【税効果会計に関する注記】
１．繰延税金資産の発生の主な原因

未払事業税 734百万円
製品保証引当金 4,594百万円
賞与引当金 2,628百万円
投資有価証券・関係会社株式評価損 2,447百万円
その他 11,031百万円
繰延税金資産小計 21,436百万円
評価性引当額 △3,756百万円
繰延税金資産合計 17,679百万円

２．繰延税金負債の発生の主な原因
前払年金費用 △4,645百万円
その他有価証券評価差額金 △21,513百万円
その他 △567百万円
繰延税金負債合計 △26,726百万円
繰延税金負債の純額 △9,046百万円

【関連当事者との取引に関する注記】

種類 会社等の
名称 所在地 資本金

(百万円) 事業の内容 議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

子会社 クボタ
トラクター
Corp.

アメリカ
テキサス州

百万US＄
37

トラクタ、汎用機
械、建設機械及びイ
ンプルメントの販売

(所有)
間接

100.0％

当社製品の
販売
役員の兼任

製品の販売
(注)１

207,142 売掛金 58,567

クボタ
エンジン
アメリカ
Corp.

アメリカ
イリノイ州

百万US＄
10

エンジン及びその部
品、アクセサリーの
販売・エンジニアリ
ング・アフターサー
ビス

(所有)
間接

100.0％

当社製品の
販売

製品の販売
(注)１

79,691 売掛金 23,945

サイアム
クボタ
コーポレー
ション
Co.,Ltd.

タイ
パトゥムタ
ニー県

百万B
2,739

トラクタ、コンバイ
ン、インプルメン
ト、横形ディーゼル
エンジンの製造・販
売及び建設機械の販
売

(所有)
直接

60.0％

当社製品の
販売
役員の兼任

特許権使用
料(注)２

3,958 (流動資産)
その他

2,324

経営指導料
(注)２

3,432 (流動資産)
その他

1,731

クボタバウ
マシーネン
GmbH

ドイツ
ラインラン
ト・プファ
ルツ州

百万EUR
14

建設機械の製造・販
売

(所有)
間接

100.0％

当社製品の
販売

製品の販売
(注)１

39,192 売掛金 8,878

クボタ
ヨーロッパ
S.A.S.

フランス
ヴァル・ド
ワーズ県

百万EUR
56

建設機械、トラク
タ、汎用機械及びエ
ンジンの販売

(所有)
間接

100.0％

当社製品の
販売

製品の販売
(注)１

31,040 売掛金 9,446

㈱クボタ建
機ジャパン

大阪市 300 建設機械等の販売 (所有)
直接

100.0％

当社製品の
販売

製品の販売
(注)１

23,600 売掛金 14,531

資金の預り
(注)３・４

10,465 預り金 11,981

利息の支払
(注)３

3 (流動負債)
その他

―
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種類 会社等の
名称 所在地 資本金

(百万円) 事業の内容 議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

子会社 ㈱クボタ
クレジット

大阪市 500 農業機械及びその関
連商品の小売金融業
務

(所有)
直接

55.0％
間接

22.9％

資金の援助
信用保証
役員の兼任

資金の貸付
(注)３・４

75,757 短期貸付金 26,250

長期貸付金 43,600

利息の受取
(注)３

181 (流動資産)
その他

37

資金の預り
(注)３・４

19,921 預り金 22,920

利息の支払
(注)３

13 (流動負債)
その他

2

信用保証
(注)５

3,750 ― ―

クバンラン
ド AS

ノルウェー
ローガラン
県

百万EUR
53

インプルメントの製
造・販売

(所有)
間接

100.0％

資金の援助
役員の兼任

資金の貸付
(注)３・４

7,551 短期貸付金 24,508

利息の受取
(注)３

8 (流動資産)
その他

6

クボタ環境
サービス㈱

東京都
中央区

90 上下水道施設、清掃
施設及び廃棄物処理
施設の維持管理・設
計・施工・補修・改
造

(所有)
直接

100.0％

当社が施工
した施設の
維持管理・
補修・改造

資金の預り
(注)３・４

14,902 預り金 2,204

利息の支払
(注)３

10 (流動負債)
その他

―

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。
取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉の上、取引価格を決定しています。

２．売上高に対する一定割合で決定しています。
３．市場金利を勘案した利率を合理的に決定しています。
４．取引金額には、期中の平均残高を記載しています。
５．㈱クボタクレジットのグループファイナンス貸付金につき、信用保証を行っています。

【１株当たり情報に関する注記】
１．１株当たり純資産額 510円16銭

２．１株当たり当期純利益 47円51銭
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